








集中投資の意義
ブル以降、日本株が長期に下落していた局面の姿
（バブルのピークからアベノミクスが始まるまで）

投資先企業フォーカス ： ユニ・チャーム
海外市場でのビジネス拡大

成長力の源泉の一つは現地雇用の女性社員

海外社員における現地雇用比率

■現地雇用社員　■現地雇用社員以外

80%

20%

海外社員における女性比率

■女性社員　■男性社員

60%

40%

「見えない価値」：成長力の源泉は？

世界各地で現地女性のニーズを把握する
同時に、製品提供を通じた生活水準向上、女性の自立支援に取組む

（出所：ユニ・チャーム資料より数値を抜粋してコモンズ投信が作成）

ユニ・チャームは、人口減少に向かう日本から世界に目を向け、成長を続けてきました。
今ではアジアでのシェアはNo.1に、海外売上高比率は約6割に達しています。
こうした国際競争力の高さの背景に、ユニ・チャームの世界各地での現地戦略が
あります。インドで学校や地域社会に出向いて初潮教育を行って衛生の重要性
について説いています。
また、サウジアラビアでは宗教の関係で、男女が一緒に働くことが容易ではあり
ませんが、工場全ての部門において女性だけで完結する工場を作り女性の雇用
に貢献しています。
こうした取り組みが、国連の提唱する世界の貧困の削減や女性の社会進出促進
などへの貢献として高く評価され、地域に受け入れられています。これこそが、
コモンズが投資判断を行う上で重要視している「見えない価値」の一例です。

1999年12月末～2012年12月末
（ITバブルのピークから）

厳しい局面でも、個別に大きく成長した大企業は多数存在していました。

TOPIX（配当込）リターン

プラスリターンとなった企業数

株価が2倍以上になった企業数

主な値上り上位銘柄

▲39.8％

1008社（全体の59.5％）

414社（全体の24.4％）

マキタ（473％）
コマツ（464％）
堀場製作所（216％）

▲60.9％

449社（全体の26.5％）

176社（全体の10.3％）

ユニ・チャーム（534％）
ホンダ（346％）
信越化学工業（269％）

1989年12月末～2012年12月末
（株価、不動産バブルのピークから）

インドで初潮教育を行う様子

サウジアラビアの女性だけの工場

（出所：QUICKデータなどからコモンズ投信が作成）
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09.3

37.1
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（注）2014年12月期は決算期変更による変則決算となっております。
（出所：ユニ・チャームのアニュアルレポートから数値を抜粋してコモンズ投信が作成）
※ファンドの組入銘柄の参考情報を提供することを目的としており、特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。

（ご参考）
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企業名 未来コンセプト コモンズの視点

セブン＆アイ・
HD

生活
ソリューション

変化への対応、基本の徹底という企業文化が浸透しており、セブンイレブンの卓越した
マーケティング戦略、北米でのコンビニ買収など海外戦略などでさらなる高みを目指して
います。コンビニの中で、同社にぴったりくる表現として、「ダントツセブン」、「流通革命の中で、
良いポジショニング」という感じです。

日立製作所 社会インフラ
2008年度の巨額赤字後、マネジメントの強力なリーダーシップで進められた構造改革で
強靭な組織になり、収益体質も強化。「インフラとＩＴをつないで、世の中を便利にする」を
モットーに、グローバルでの展開を加速。重視する「ダイバーシティ」が、成長の大きな武器と
なります。

シスメックス ウェルネス
血液検査機器では、国内第1位、世界第10位、特に血球計数分野では世界Ｎｏ.1の実力を
誇ります。更に、赤血球分析から免疫、ＤＮＡ、大学、研究所、病院を顧客に急発展し、サスティ
ナブル企業として成長を続けています。

デンソー 未来移動体
1949年にトヨタ自動車から分離独立し「日本電装」として創業。自動車市場の拡大や自動車の
モジュール化（複数の機能をまとめた部品にすること）などが追い風となります。今後の成長
が期待される自動運転では、ソフトウエア開発に注力するとともに、技術力を武器に強みを
発揮していく見込みです。

ユニ・チャーム ライフサイクル
これまで培ってきたマーケティング力を生かし、新興国ではトイレタリーで、先進国ではペット
ケアでの成長を目指しています。経営の仕組み化や、他社から学び継続的改善をおこなって
いることは、強みの一つです。

コモンズ30マザーファンドが独自に、10の未来コンセプトで業種分類を行っています。
【コモンズ未来コンセプト10】「資源・エネルギー」「新素材」「精密テクノロジー」「ウェルネス」「生活ソリューション」「社会インフラ」「未来移動体」「快適空間」「地球開発」「ライフサイクル」
※ファンドの組入銘柄の参考情報を提供することを目的としており、特定銘柄の売買などの推奨、また価格などの上昇や下落を示唆するものではありません。

4

投資先企業の中から5社ご紹介 （2017年1月末現在）

コモンズ投信について
コモンズ投信とは?

「未来志向の日本人が全国から、長期投資を通じて最良な企業と出会える場を提供すれば、持続的な価値創造が可能になる」、そんな
熱い想いを持ったメンバーが集まってできた独立系（金融機関のグループに属さない）の投信会社です。

こんな会社です
◎ 長期的な資産づくりに関心がある皆さんとの出会いを楽しみにしています。
◎ 投資の世界の「見える化」に努め、よい企業と対話して応援します。
◎ 様々な経験を持つメンバーで今日よりもよい明日を目指します。

トップメッセージ
株式の長期投資は「株価」を追いかけるのでなく、「企業」の本質的な価値
に投資をする運用スタイルです。長期的な資産形成を目指す生活者は、
投資信託というチケットを通じて世の中の持続的な経済成長を受け取る
機会を手に入れることが可能となります。コモンズ投信では、将来の生活
が不安な方々には「年金サプリメント」として、また、こどもたちの未来を
期待する方々には「愛のメッセージ」として、長期投資を提案しています。
資産形成を始めるのに大きな資金は不要です。必要なのは、今日からでも
ちょっと動いてみようと のスイッ を入れることです。毎月の積立て
なども利用して長期投資に踏み出しましょう！今日よりもよい明日を目指
して、未来を切り拓く皆さまをコモンズ投信は応援してまいります。

会社の沿革

取締役会長
渋澤 健
Ken Shibusawa

代表取締役社長兼CIO
伊井 哲朗
Tetsuro Ii

今日よりもよい明日のために。
Share the Vision！

2007年
2008年
2009年
2010年

2011年
2012年

2013年

2014年
2015年

2016年

11月
8月
1月
6月
12月
1月
2月

3月
12月
12月
4月

10月

1月

株式会社コモンズ設立
コモンズ投信株式会社に社名変更
「コモンズ30ファンド」運用スタート
「こどもトラスト」のサービス開始
「コモンズSEEDCap」がスタート
ソニー銀行でコモンズ30ファンドの取扱いがスタート
楽天証券を皮切りにネット証券での販売がスタート
（マネックス証券、SBI証券が続く）
SBIベネフィット・システムズで確定拠出年金に参入
「ザ・2020ビジョン」運用スタート
「コモンズ３０＋しずぎんファンド」運用スタート
「R&Iファンド大賞2015」国内株式/NISA部門において
「コモンズ30ファンド」が優秀賞を受賞
株式会社静岡銀行との資本業務提携
コモンズ30ファンドの秋田銀行・足利銀行・栃木銀行・
横浜銀行への提供開始
ジュニアNISAの受付を開始
コモンズ30ファンドのイオン銀行・北海道銀行・エース証券、
ザ・2020ビジョンのエース証券への提供開始



ファンドの仕組み

分配方針
決算となる毎年12月18日（休日の場合は翌営業日）に、原則として以下の方針に基づき分配を行います。
①分配対象額の範囲
経費控除後の繰越分を含めた利子・配当等収益および売買益（評価益を含みます。）等の全額とします。
②分配対象収益についての分配方針
収益分配金額は、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、委託会社の判断により、収益
分配を行わないこともあるため、将来の分配金の支払いおよびその金額について保証するものではありません。
③留保益の運用方針
留保益の運用については特に制限を設けず、委託会社の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行います。

＊ 当ファンドは、分配金再投資専用とします。収益分配金は、所得税および地方税を控除した金額を当ファンドの受益権の取得
申込金として、お客さま（受益者）の当該収益分配金の再投資に係る受益権の取得の申込みに応じるものとします。

主な投資制限
①株式への実質投資割合には制限を設けません。
②外貨建資産への実質投資割合には、制限を設けません。
③投資信託証券（ただし、マザーファンドの受益証券を除きます。）への実質投資割合は、投資信託財産の純資産総額の
5％以内とします。
④一般社団法人投資信託協会規則に定める一の者に対する株式等エクスポージャー、債券等エクスポージャーおよび
デリバティブ等エクスポージャーの信託財産の純資産総額に対する比率は、原則として、それぞれ100分の10、合計で
100分の20を超えないものとします。

ベビーファンドの資金を、マザーファンドに投資して、マザーファンドが実際に有価証券に投資することにより、その実
質的な運用を行う仕組みです。
※お客さま（受益者）が購入されるのはベビーファンド（コモンズ30＋しずぎんファンド）となります。

当ファンドはファミリーファンド方式で運用します。

ファミリーファンド方式とは

＜マザーファンド＞＜ベビーファンド＞

お客さま
（受益者）

投資

収益

コモンズ30
＋しずぎんファンド

コモンズ30
マザーファンド

国内外の
証券市場

投資

収益

申込金

分配金・償還金等

＊ 当ファンドは、マザーファンドのほか株式等に直接投資します。
＊ マザーファンドにおいては、信託報酬はかかりません。
＊ 分配金は、税引き後再投資されます。
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※上記体制は2017年1月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

リスク管理については、総務管理部が日々運用状況のモニタリングを行い、その結果についてリスクマネジメント委員会へ
報告します。リスクマネジメント委員会（月１回開催）はその報告に基づき運用状況および運用に係るリスクについて評価し、
運用部門その他関連部署へフィードバックすることにより、適切な管理を行います。また、必要に応じて評価結果について取締
役会に報告します。

リスクの管理体制

当ファンドは、実質的に株式などの値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。
したがって、投資元本が保証されているものではありません。

●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6に定める「書面による契約の解除」（いわゆるクーリング・オフ）
の適用はありません。
●当ファンドは30銘柄程度への集中投資および株式会社静岡銀行株式へ最大10％程度の投資を行うため、他のファンドに
比べ1銘柄が全体に及ぼす影響が大きくなる傾向にあります。そのため、各種リスクが比較的高くなる可能性があります。
●当ファンドは、ファミリーファンド方式で運用を行います。そのため、当ファンドが投資対象とするマザーファンド受益証券を
投資対象とする他の投資信託に追加設定・解約等に伴う資金変動等があり、その結果としてマザーファンドの組入有価証券
の売買等が生じた場合には、当ファンドの基準価額に影響がおよぶ場合があります。
●投資信託は、預貯金や保険契約とは異なり、預金保険機構、貯金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではあ
りません。また、証券会社を通じて購入していない場合は投資者保護基金の支払いの対象とはなりません。

その他の留意点

ファンドのリスク

基準価額の変動要因

有価証券等を売却あるいは取得しようとする際に、市場に十分な需要や供給がない場合や取
引規制等により十分な流動性の下での取引が行えない、または取引が不可能となる場合が生
じることを流動性リスクといいます。この流動性リスクの存在により、組入銘柄を期待する価格
で売却あるいは取得できない可能性があり、この場合、不測の損失を被るリスクがあります。

流動性リスク

価格変動リスク
当ファンドは実質的に国内外の株式を組入れるため、株価変動の影響を大きく受けます。一般
に株式の価格は、個々の企業の活動や業績、国内および国外の経済・政治情勢などの影響を
受け変動します。株式の価格が下落した場合には基準価額は下落し、投資元本を割込むことが
あります。

当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資するため、その基準価額は変動します。したがって、お客さま（受益者）の
投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割込むことがあります。委託
会社の運用により生じるこうした基準価額の変動による損益は、すべてお客さま（受益者）に帰属します。なお、投資信
託は預貯金と異なります。

お客さま（受益者）には、当ファンドの内容・リスクを十分にご理解のうえ、ご投資の判断をしていただくよう、よろしくお
願い申し上げます。なお、下記のリスクはすべてのリスクを網羅しているわけではありませんので、ご注意ください。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

外貨建資産を組入れた場合、当該通貨と円との為替変動の影響を受け、損失を生ずることがあ
ります。また、当該国・地域の政治・経済情勢や株式を発行している企業の業績、市場の需給
等、さまざまな要因を反映して、当ファンドの基準価額が大きく変動するリスクがあります。

為替変動リスクおよび
カントリーリスク
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＊各資産クラスの騰落率を計算するために使用した指数

日本株・・・東証株価指数（TOPIX）配当込指数
先進国株・・・MSCI Kokusai（World ex Japan）Index
新興国株・・・MSCI EM（Emerging Markets）Index
日本国債・・・NOMURA-BPI国債
先進国債・・・シティ世界国債インデックス（除く日本、ヘッジなし円ベース）
新興国債・・・THE GBI EM Global Diversified Composite unhedged JPY index
（注）海外の指数は、各資産クラスに為替ヘッジなしによる投資を行うことを想定して、円換算ベースの指数を採用しております。

騰落率は、データソースが提供する各指数をもとに、株式会社野村総合研究所が計算しております。
株式会社野村総合研究所及び各指数のデータソースは、その内容について、信憑性、正確性、完全性、最新性、網羅性、適時性を含む一切の保証を行いません。また、株式会社野
村総合研究所及び各指数のデータソースは、当該騰落率に関連して資産運用または投資判断をした結果生じた損害等、当該騰落率の利用に起因する損害及び一切の問題につ
いて、何らの責任も負いません。
THE GBI EM Global Diversified Composite unhedged JPY indexに関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、J.P. Morgan Securities LLCに帰属します。
TOPIXに関する著作権、知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。
MSCI Indexに関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、MSCI Inc. に帰属します。
シティ世界国債インデックスに関する著作権、商標権、知的財産権その他一切の権利は、Citigroup Index LLC に帰属します。
NOMURA-BPIに関する著作権、商標権、知的財産権その他一切の権利は、野村證券株式会社に帰属します。

当ファンドと他の代表的な
資産クラスとの騰落率の比較

注1）グラフは、当ファンドと代表的な資産クラスを定量的に比較できるように作成した
ものです。

注2）当ファンドの騰落率は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算した
基準価額の年間騰落率が記載されており、実際の基準価額に基づいて計算した
年間騰落率とは異なる場合があります。

注3）全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
注4）上記5年間の各月末における直近1年間の騰落率の最大・最小・平均を、当ファ

ンドおよび他の代表的な資産クラスについて表示したものです。なお、当ファン
ドの設定日は2014年12月29日であり、当ファンドの騰落率については各月末
の直近1年間の騰落率であるため、ファンド設定1年後の2015年12月末以降の
データを表示しています。

当ファンドの年間騰落率および
分配金再投資基準価額の推移

（参考情報）

当ファンドの年間騰落率および分配金再投資基準価額は、税引前の分配金を再投資
したものとみなして計算した1万口当たりの基準価額が記載されており、実際の基準価額
および実際の基準価額に基づいて計算した年間騰落率とは異なる場合があります。
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運用実績はあくまで過去の実績であり、将来の運用成果を約束するものではありません。
最新の運用実績の一部は、委託会社のホームページでご覧いただくことができます。

（%）

・ファンドの年間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出（小数点以下第2位を四捨五入）
※ 2014年は設定日(2014年12月29日)から年末までのファンドの騰落率 
 当ファンドにはベンチマークはありません。

年間収益率の推移（暦年ベース）

-8
-10

-6
-4
-2
0
2
4
6
8
10

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

8.4％
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（年）

基準価額と純資産の推移（2014年12月29日（当初設定日）～2017年1月31日現在） 分配の推移
決算期 分配金

2015年12月 0円

2016年12月 0円

設定来累計 0円

※ 分配金は1万口当たり、税引前の金額
です。

※基準価額は運用管理費用(信託報酬)および、その他費用・手数料控除後の１万口当たりの値です。

主要な資産の状況 （2017年1月31日現在）
▶ 資産別構成

資産分配
資産 組入比率

コモンズ30マザーファンド 92.2%

静岡銀行株式 8.0%

その他資産 -0.2%

合計 100.0%

※当ベビーファンドの対純資産組入比率です（小数点以下第2位を四捨五入）。

▶ 業種別比率の上位
業種別比率

業種 組入比率

化学 20.3%

機械 20.1%

電気機器 13.9%

サービス業 9.4%

輸送用機器 6.6%

※マザーファンドの対純資産比率です（小数点以下第2位を四捨五入）。

▶ 組入上位10銘柄

銘柄名 業種 比率

1 東京エレクトロン 電気機器 3.8%

2 信越化学工業 化学 3.8%

3 日東電工 化学 3.7%

4 クボタ 機械 3.4%

5 ダイキン工業 機械 3.4%

6 ディスコ 機械 3.4%

7 日立製作所 電気機器 3.4%

8 堀場製作所 電気機器 3.4%

9 コマツ 機械 3.4%

10 デンソー 輸送用機器 3.4%

※マザーファンドの対純資産比率です（小数点以下第2位を四捨五入）。

基準価額 
（円）

 純資産
（百万円）
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お申込みメモ

購入単位 販売会社が、別途定める購入単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（ファンドの基準価額は1万口あたりで表示しています。）

購入代金 販売会社が定める期日までにお支払いください。

換金単位 販売会社が、別途定める換金単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換金代金 換金申込受付日から起算して５営業日目からお支払いします。

申込締切時間
購入・換金ともに原則毎営業日の午後３時までです。午後3時を過ぎてのお申込みは、翌営業
日のお申込みとして取扱います。なお、販売会社によっては、上記より早い時間に取得申込を
締め切ることとしている場合があります。詳しくは販売会社にご確認ください。

購入の申込期間 平成29年3月18日から平成30年3月16日まで
 ＊申込期間は、上記期間満了前に有価証券届出書を提出することにより更新されます。

換金制限 お客さま（受益者）は、原則として１日あたり５億円を超える換金（解約）請求はできません。

購入・換金申込受付の
中止および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止、決済機能の停止その他やむ
を得ない事情があるときは、購入・換金のお申込みの受付けを中止すること、および既に受
付けた購入・換金のお申込みの受付けを取消す場合があります。

信託期間 無期限（2014年12月29日設定）

繰上償還 当ファンドの残存口数が10億口を下回った場合等には、信託期間の途中で信託を終了させ
ることがあります。

決算日 毎年12月18日（休業日のときは、翌営業日を決算日とします。）

収益分配

毎決算時に、委託会社が基準価額水準、市況動向等を勘案して決定します。ただし、分配対
象額が少額の場合には分配を行わないことがあります。当ファンドは分配金再投資専用です。
よって、分配金は税金が差引かれた後、自動的に再投資されます。なお、収益の分配に充てな
かった利益については、運用の基本方針に基づいて運用を行います。

信託金の限度額 3,000億円

公告 原則として、http://www.commons30.jpに電子公告を掲載します。

運用報告書 毎決算時および償還時に交付運用報告書を作成し、販売会社を通じてお客さま（知れている受
益者）に交付します。なお、運用報告書(全体版)は、委託会社のホームページで閲覧できます。

課税関係 課税上は、株式投資信託として取り扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
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※法人の場合は上記と異なります。
※少額投資非課税制度「NISA（ニーサ）」をご利用の場合、毎年、120万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託等から生じる
配当所得および譲渡所得が5年間非課税となります。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設する
等、一定の条件に該当する方が対象となります。また、0歳から19歳の方を対象とした「ジュニアNISA」においては、年間80万円の範囲
で新たに購入した公募株式投資信託等から生じる配当所得および譲渡所得が5年間非課税となります。詳しくは販売会社にお問い
合わせください。

※上記は2017年1月末現在の税法によるものです。税法が改正された場合等には、上記の内容が変更になることがあります。また、
税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

ファンドの費用
お客さま（受益者）が直接的に負担する費用

購入申込手数料 販売会社が、別途定める購入申込手数料を申し受ける場合があります。
なお、販売会社における購入申込手数料率は3.24％（消費税込）が上限となっております。

信託財産留保額 ありません。

お客さま（受益者）が信託財産で間接的に負担する費用
運用管理費用 
（信託報酬）

信託報酬の総額は、純資産総額に対して下記の率を乗じて得た額とします。
信託期間を通じて毎日計算し、毎計算期間の最初の6ヶ月終了日及び毎計算期末又は信託終了のとき、信
託財産から支払われます。
<内訳（年率）>

純資産総額 実質的な負担
（消費税込）

配分

委託会社 販売会社 受託会社

300億円まで 1.2420% 0.5940% 0.5940% 0.0540%

300億円を超える部分 1.1340% 0.5400% 0.5400% 0.0540%

500億円を超える部分 1.0152% 0.4860% 0.4860% 0.0432%

1,000億円を超える部分 0.9072% 0.4320% 0.4320% 0.0432%

3,000億円を超える部分 0.7884% 0.3780% 0.3780% 0.0324%

支払先 役務の内容

委託会社 ファンド運用の指図等の対価

販売会社 運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報提供等の対価

受託会社 ファンド財産の保管および管理、委託会社からの指図の実行等の対価

その他費用・手数料 当ファンドに組み入れる有価証券等を売買する際の売買委託手数料およびこれに係る消費税等相当額な
どの実費が投資信託財産より控除されます。また、目論見書・運用報告書等作成費用、監査費用、信託事務
に要する諸費用等として、純資産総額の0.108％（消費税込）を上限として投資信託財産より控除されます。
上記の費用、手数料等の合計額については運用状況、保有期間等に応じて異なりますので、上限額等を
事前に示すことができません。

税 金
・税金は表に記載の時期に適用されます。
・以下の表は個人のお客さま（受益者）の源泉徴収時の税率であり、課税方法等により異なる場合があります。

時 期 項 目 税 金

分配時 所得税、復興特別所得税
および地方税 配当所得として課税　普通分配金に対して20.315%

換金（解約）時
および償還時

所得税、復興特別所得税
および地方税 譲渡所得として課税　換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対して20.315%
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